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るといえる。そもそも、評価方法の主要タームである test と assessment に
ついても、十分な区別や定式化ができていない。例えば Kubiszyn & Borich 
（2015）は、test と assessment はしばしば置き換え可能な言葉だが、testing よ
りも assessment のほうが、評価する感が抑えられるために、アセスメント
という言葉を使うこともあると主張している。 Kubiszyn & Borich は、test

























2-1. 第 1 期 measurement の開始：1900-1920 年代











神検査法」「科学的管理法」の 3 つの系譜があるといわれており（田中 1988）、
現在の SAT の前身である 1926 年の「進学適性検査（Scholastic Aptitude Test: 
SAT）」開始は、この運動の集大成といえよう。そこで、まずは「教育測定運
動」の 3 つの系譜を概観し、それらがいかに「進学適性検査」を実現させたの
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か見ていく。
標準テスト







年の Starch, P. と Elliott, E. C. の研究が有名である。この研究では、142 人の
教員に、中学 1 年の A, B 2 人の生徒の論文体の英語の答案を別々に採点して
もらった。研究の結果、同じ答案に 60 点をつける教員もいれば、90 点をつ
ける教員もおり、同じ答案でも教員によって採点が大きく異なることが明ら





会（National Education Association: NEA）」の動向に注目しまとめている。NEA
では標準テストの実施と点数の基準を策定する委員会「学校及び学校制度に
おけるテストと効率基準に関する委員会（Committee on Tests and Standards of 



















この検査を参考に、1916 年にスタンフォード - ビネー式知能検査を開発して









IQ が与えられることとなり、子どもたちの様々な才能を、結果として IQ 概
念のなかにのみ表してしまうこととなった。
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　上述の通り、Yerkes によって開発された 1917 年の Army Test では「集団式
知能検査法」が初めて採用された 2）。知能検査の個別式から集団式への変化
は、本来比較できないはずの人種などに焦点をあてた集団と集団の比較のた










（Terman 1919, Terman 1923）。
　1926 年には、現在にも行われている大学進学のためのテスト SAT の前身
「進学適性検査（Scholastic Aptitude Test: SAT）」が開発された。SAT とは、ア
メリカの大学に入学する際に考慮する要素の 1 つである。この SAT の開発当
初には、Termanの主張を踏襲するBrigham, C. C.やYerkesが関わっており、「学
びに対する適性を確かめることを目的とする知能検査」（Ravitch 2000=2008）





315 の設問に、90 分で回答するものであり、300 以上の試験会場から 8000 人
以上の受験者が受験したという。SAT 同様、大学入学時のテストとして、当





井 2003）。第二次大戦後、G・I 法 4）の影響を受けて College Board への加盟校
が大幅に増え、SAT の受験者が爆発的に増加した。1945 年に 2 万 6000 人で
あった SAT 受験者数は、1955 年には 8 万 6000 人に、1965 年には 10 倍の 85
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　その後、1930 年代には SAT において障害のある受験者への配慮が実施さ
れるようになった（ETS 1988）。1937 年には、SAT（Scholastic Aptitude Test）
において視覚障害の受験者への配慮が提供され、College Board は American 
Foundation for the Blind の支援により、100 の反対語、50 の類推問題、そして
50 の読解問題が入った点字のブックレットを開発している（Rosenfeld et al. 
1995）。1956 年には、U.S. Civil Service による、昇進に関係するテストにお
ける、視覚障害の受験者への配慮の、テストの妥当性への影響が調査され、
また同時に視覚障害の受験者への試験が実施された（Pitoniak & Royer 2001）。
　また、配慮の基準をリスト化した、1985 年版 The Standards の前身となる 
Technical Recommendations for Psychological Tests and Diagnostic Techniques 
（APA 1954）が発表され、第二版（Standards for Educational and Psychological 
Tests and Manuals）は 1966 年、第三版は 1974 年に出版されている。
2-2. 第 2 期 evaluation の導入：1930 年代 -1975 年頃





われた 8 年研究により誕生した概念である。この 8 年研究は、環境的な要因
により、生徒・学生の学力が変化する可能性を示すものであった。さらに











カの進歩主義教育協会（the Progressive Education Association: PEA）が実施した
「8 年間研究（The Eight-Year Study）」である。この研究は教育学者 Dewey, J. や、


























国学力調査（National Assessment of Educational Progress: NAEP）に、教育測定
から教育評価への転換を見ることができる。
　
全国学力調査（National Assessment of Educational Progress: NAEP）
　1965年には、初等中等教育法（Elementary and Secondary Education Act: ESEA） 
が成立した。これは経済的・社会的に不利な状況にある児童・生徒が、一
定のレベルの学業を達成するため、州に与えられる連邦補助金制度を定め
たものである。また同年、全米学力調査（National Assessment of Educational 
Progress: NAEP）が創設された（Fitzharis 1993）。NAEP とは、アメリカで定期
的に実施される全国学力測定である。1969 年から 1979 年まで毎年実施され、
1980 年から 96 年の間は 2 年に 1 度実施され、再び 97 年からは毎年行われて
いる。NAEP には 2 つの目的がある。１つめの Main NAEP（主調査）は、最
新の教育測定技術の適用と開発を行う調査で、社会的要請の高い教育課題へ
取り組むものであり、もう 1 つの Long-term Trend NAEP（動向調査）は、時系
列的な学力変化を調べるものである。被験者は 4 学年、8 学年、12 学年となっ
ており、2000 年の Main NAEP（主調査）では 2500 校から 10 万 6500 人の被験
者が抽出された（村木 2003）。試験科目は読解、数学、理科、作文、米国史、
公民、地理、芸術など広範囲に渡っており、音楽、演劇、美術、舞踊などを
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る。また、NAEP はあくまで達成度を測ることを目的とし、そこでの個人の
成績は公表されないため、大学入学のための選抜に用いられる SAT のよう
なテストとも性格を異にしている。第 2 期に始まった NAEP は教育測定から、
教育評価（evaluation）へと、教育の効果を把握する視点の変化を象徴するも
のの 1 つであるといえる。
　NAEP はその後、1990 年の個人教育法（Individuals with Disabilities Education 
Act）の影響を受け、障害のある子どもたちを含めた調査を実施している




あるとした 1954 年のブラウン判決が、1970 年代の障害のある子どもの教育




の 13 州に過ぎなかったが、1974 年までに 35 州へと増加した。しかし、実際
は 1960-70 年代初頭になっても全ての子どもの就学義務が達成されたわけで
はなく、障害のある子どもは公教育から排除されていた（吉良 2015）。
2-3. 第 3 期 assessment への注目：1975 年頃から現在
Scholastic Aptitude Testから Scholastic Assessment Testへ 
　1970 年代の教育における evaluation の導入は、広範囲な影響力をもち、現
在でも教育の改善に一定の役割を演じている。しかしこれ以降、80 年代に
入ると、教育における能力評価は、2 つの点で変容を迫られるようになる。
　第一に、「assessment 化」とでも呼ぶべき変容である。1983 年の “A Nation 
at Risk”（『危機に立つ国家』7））により、アメリカの経済的な衰退と学力の低
下が公に発表されたが、1960 年代から SAT の得点が降下し、70 年代に入っ
ても学力低下の原因が解明できないままであった。このような状況を受け
1990 年、SAT は改革を実施した。まず、1941 年以来変わっていなかった基
準点を再調整し、出題内容や解答方法にも大幅な手直しを加え、またこれま
で時間制限の厳しい試験であったが、30 分延長することが決定された（荒井 







　2000 年、カリフォルニア大学の入試改革を指揮してきた総長 Atkinson, R. 
は、SAT 8）がいまだに知的検査の色合いを残していると訴え、カリフォルニ
ア大学の入学要件から外すように関係者へ指示した。SAT の年間受験者は、
延べ 220 万人で、そのうちの 13 ％がカリフォルニア州の受験者が占めてい
たため、SAT を主宰していた College Board は Atkinson の主張を退けるわけ







































こともあったという（後上 , 中澤 , 松村 2002）。
　このような状況のなか、1990 年に全障害児教育法は IDEA（Individuals with 










要因で学習者を選別する第 1 期の measurement や、環境要因との関係が注目
されるようになった第 2 期の evaluation 概念とはまた異なった、新しい評価
概念である assessment の成立という動きと軌を一にする。
　assessment において重要なのは、一般学級において、その子ども 1 人に対
していかに配慮を提供し、障害のない同級生と一緒に学ぶかということであ
る。一方で、evaluation というべき評価の仕組みとの併存も、第 3 期の特徴

















あり（北野 2017）、その意味で、 measurement ではなく evaluation という位置
付けが定まったといえる。






























1905 仏・Binet ら 知能検査開発
1911 全米教育協会 NEA による標準テスト実施の検討開始
1912 米・Terman 知能検査開発
1912 Starch と Elliott の研究（採点の客観性）
1917 米軍隊で集団知能検査実施











1975 全障害児教育法 EAHC 施行、個別教育計画 IEP 導入
1983 危機に立つ国家 “A Nation at Risk”
1985 The Standards for Educational and Psychological Testing 改訂
1994 初等中等教育法改正
1997 EAHC から障害のある個人教育法 IDEA へと改称・改正
1990 進学能力評価試験 SAT（Scholastic Assessment Test）に改称
2000 カリフォルニア大学の入学要件から SAT（知能検査を含む）が外れる





measurement, evaluation, assessment という言葉を用いて整理してきた。現在で
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性の関係が注目を集めている（Davies 2010; Kane 2004, 2010; Kunnan 2010; Xi 
2010 など）。例えば公平性は妥当性から完全に独立しており、関係がない
とするもの（Joint Committee on Testing Practices 1998, 2004; ETS 2002）もあれ
ば、対照的に公平性と妥当性は両立しがたい構成要素だとするもの（Davies 
2020）、また公平性を、妥当性を含む包括的な概念であるとするもの（Kunnan 






































が、Maximum Potential Thesis, Differential Boost Hypothesis, そして Interaction 
Hypothesis である。
3-3. 配慮に関する仮説
　まず 1 つめの仮説は、Maximum Potential Thesis（Runyan 1991; Zuriff 2000; 
Lovett 2010; Stretch & Osborne 2005） である。この仮説は、後に説明する
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障害のない子どもの得点には影響がないという場合が Maximum Potential 

















　2 つ め は、Differential Boost Hypothesis で あ る（Fuchs & Fuchs 1999, 2001; 
Lewandowski et al. 2008; Sireci et al. 2005）。この仮説は、あるテストの受験や
学習において、何らかの介入を行った場合、障害のある子・ない子いずれも
得点の上昇が見られるが、その上昇率が障害のある子のほうが大きい場合（差




























子どもの得点を向上させるわけではない（Lewandowski et al. 2007; Lin & Lin 
2014; Händel et al. 2014）。その場合、すべての子どもたちに対してその介入
を行うことは、公平性を十分に担保しているとはいい難い。






になんらかの相互作用があるとこの仮説は説明している（Cawthon et al. 2009; 






　ここまで、assessment の 3 つの主要な理論を整理し、そのメリットとデ
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メリットを比較してきた。本稿で特に強調したいのは、こと教育・学習の















































4. まとめにかえて：オンライン化と assessment の時代に求められ
る評価理論としての Differential Boost Hypothesis






論を見出すことができる。それが、Differential Boost Hypothesis である。








　一方で、Differential Boost Hypothesis は、「余剰効果」の発生を前提として、
それを閾値まで制御し、残差から「合理的配慮効果」を見いだすという技法















Differential Boost Hypothesis がその土台となることは間違い無いだろう。古
























（Abeson & Zettel 1977）。
6） 1972 年、精神、行動、身体または情緒の障害を理由とし、公教育を与えられなかった子どもた




7） A Nation at Risk（『危機に立つ国家』）とは、1983 年の連邦報告書である。この報告書には、当時
のアメリカ全土の学力の現状と、それに対する提案が記され、アメリカの教育水準の低下（危機）
を警告している。SAT の得点が 1960 年代以降低下していることに加え、17 歳のアメリカ人のう
ち、約 13 ％が読み書きができないこと、特にマイノリティや貧困家庭にある子どもたちが学習
上の困難を抱えていることなどが指摘された。
8） 厳密にいうと、Scholastic Aptitude Test から Scholastic Assessment Test へと名称変更したのは SAT 
I であり、従来 ACH（アチーブメントテスト）と呼ばれてきた教科別のテストは SAT II と名称変
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